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                                                                                                                                                水大気環境課水大気環境課水大気環境課水大気環境課    

長野県豊長野県豊長野県豊長野県豊かなかなかなかな水資源水資源水資源水資源のののの保全保全保全保全にににに関関関関するするするする条例条例条例条例（（（（抜粋抜粋抜粋抜粋））））                                                

（水資源保全地域の指定） 

第９条 知事は、水源地域のうち、その土地の所有及び利用の状況等を勘案して水資源の保全のため

必要があると認める区域を、当該区域を管轄する市町村長の申出により、水資源保全地域として指

定することができる。 

２ 前項の規定によるほか、知事は、次に掲げる場合には、関係市町村長の意見を聴いて水資源保全

地域の指定をすることができる。 

(１) 市町村長から他の市町村の区域に係る水資源保全地域の指定の要請があった場合 

(２) その他知事が水資源の保全のため特に必要があると認める場合 

３ 知事は、水資源保全地域の指定をしようとするときは、あらかじめ、関係行政機関の長に協議し、

及び長野県環境審議会の意見を聴かなければならない。 

４ 知事は、水資源保全地域の指定をしようとするときは、あらかじめ、その旨を公告し、その案を

当該公告の日から起算して14日間縦覧に供しなければならない。 

５ 前項の規定による公告があったときは、当該公告に係る区域の土地所有者等その他の利害関係人

は、同項の縦覧期間満了の日までに、縦覧に供された案について、知事に意見書を提出することが

できる。 

６ 知事は、水資源保全地域の指定をするときは、その旨及びその区域を告示しなければならない。 

７ 水資源保全地域の指定は、前項の規定による告示によってその効力を生ずる。 

８ 前各項の規定は、水資源保全地域の指定の解除及びその区域の変更について準用する。 

（水資源保全地域内の土地に関する権利の移転等の届出） 

第10条 水資源保全地域内の土地について、土地に関する所有権若しくは地上権その他の規則で定め

る使用及び収益を目的とする権利又はこれらの権利の取得を目的とする権利（以下この条及び第16

条第１項において「土地に関する権利」という。）を有している者は、当該土地に関する権利の移

転又は設定（対価を得て行われるものに限る。以下この項において同じ。）をする契約（予約を含

む。）を締結しようとする場合には、当該契約を締結する日の３月前までに、規則で定めるところ

により、次に掲げる事項を知事に届け出なければならない。 

(１) 当該契約の当事者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事

務所の所在地） 

(２) 当該契約を締結しようとする年月日 

(３) 当該契約に係る土地の所在及び面積 

(４) 当該契約に係る土地に関する権利の種別及び内容 

(５) 当該契約による土地に関する権利の移転又は設定後における土地の利用目的 

(６) その他規則で定める事項 

２ 知事は、前項の規定による届出があったときは、関係市町村長に当該届出に係る書面の写しを送

付して、水資源の保全の見地からの意見を求めなければならない。 

３ 第１項の規定による届出をした者は、当該届出に係る契約を締結する日までの間に同項各号に掲

げる事項を変更しようとするとき又は当該届出に係る契約の締結を中止しようとするときは、あら

かじめ、規則で定めるところにより、その旨を知事に届け出なければならない。 

４ 知事は、前項の規定による届出があったときは、関係市町村長に当該届出に係る書面の写しを送

付するとともに、当該届出の内容が第１項第５号に掲げる事項に係るものである場合には、併せて

関係市町村長の水資源の保全の見地からの意見を求めなければならない。 

５ 水資源保全地域の指定（その区域の変更を含む。）の日から起算して３月を経過する日までの間

に当該指定に係る水資源保全地域（その区域の変更にあっては、それにより水資源保全地域となっ

た区域）内の土地について、土地に関する権利を有している者が契約を締結しようとする場合にお

ける第１項の規定の適用については、同項中「当該契約を締結する日の３月前までに」とあるのは、

「第５項の指定後速やかに」とする。 

６ 当事者の一方又は双方が国又は地方公共団体である場合その他規則で定める場合については、第

１項の規定は、適用しない。 
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区域設定区域設定区域設定区域設定のののの考考考考ええええ方方方方    

（長野県水源地域における水資源の保全に関する基本指針（平成25年7月9日環境審議会答申）から抜粋） 

 

２ 水資源保全地域の指定に関する事項 

(1) 基本的な考え方 略 

 (2) 区域設定の考え方 

水資源保全地域の区域設定の考え方は、地表水、地下水の別により、次のとおりとする。 

ア 地表水の場合 

取水地点及び集水区域の全部を基本とする。 

なお、個々の水源の地形、地質等の状況から、集水区域にかかわらず区域を設定すべ

きと考えられる場合は、区域設定の考え方を明らかにした上で、集水区域を超えて設定

することができるものとする。 

また、土地の所有又は利用の状況等を踏まえて集水区域の全部を指定する必要がない

と考えられる場合は、区域設定の考え方を明らかにした上で、集水区域の一部の区域と

することができるものとする。 

ただし、集水区域が広範囲に過ぎて土地取引の事前届出制度の実効性を確保できない

場合については、水資源保全地域を指定しないことができるものとする。 

イ 地下水の場合 略 

(3) 水資源保全地域から除外する区域の考え方 

国有地、県有地及び市町村有地については、条例の目的を達成するために水資源保全地

域の指定を行う必要がないので、(2)の規定に関わらず、水資源保全地域としないものと

する。 

 

(4) 区域設定にあたっての留意事項 

ア 指定の区域については、地番及び「水資源保全地域図」で示すものとする。 

イ 水資源保全地域の指定に当たっては、次の事項に配慮しながら、適切に行うものと

する。 

(ｱ) 指定の申出に当たっては、取水に関する条例などの規制、都市計画、土地利用計画

等との整合を図ること。 

(ｲ) 農業、林業、観光業など地域における産業の健全な発展も併せて図ること。 

(ｳ) 森林法に基づく市町村森林整備計画における森林の機能区分の位置付けと十分な

調整を図ること。 

 


